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12 月 1 日は「世界エイズデー」http://www.mhlw.go.jp/bunya/kenkou/eizu/ 

概要 

 世界エイズデー（World AIDS Day：12 月 1 日）は、世界レベルでのエイズのまん延防止と患

者・感染者に対する差別・偏見の解消を目的に、WHO（世界保健機関）が 1988 年に制定したも

ので、毎年 12 月 1 日を中心に、世界各国でエイズに関する啓発活動が行われています。 

世界エイズデーに向けた普及啓発イベントを実施します 

 

http://www.mhlw.go.jp/file/04-Houdouhappyou-10906000-Kenkoukyoku-Kekkakukansenshou

ka/0000143506.pdf  平成 28 年 11 月 21 日  健康局結核感染症課．エイズ対策推進室 

厚生労働省が性感染症の予防啓発で｢美少女戦士セーラームーン｣とのコラボレーションポスタ

ーなどを作成しました ～ キャッチフレーズは「検査しないと おしきよ !! 」 ～ 

厚生労働省は、 「美少女戦士セーラームーン 」とコラボレーションし、性感染症の予防や、

早期発見・治療の必要性を啓発するためのポスターやリフレットなどを作成しました。 

近年、 性感染症の中でも、「梅毒 」の感染者の報告数が男女ともに増加しています。ここ５ 年

では、平成 22（2010）年の 621 例から平成 27（2015）年の 2,697 例と約４倍に増えています。 

性感染症の予防には、性感染症を自らの重要な健康問題と捉えて、正しい知識とコンドーム の 

使用など予防手段を知ることが重要です。また、性感染症にかかってしまった場合には、早期発

見と治療が大切です。 そこで、厚生労働省は幅広い層に認知されている「美少女戦士セーラーム

ーン 」とコラボ レーションした性感染症の予防啓発を企画しました 。 

 今回のコラボレーションにあたっては、「美少女戦士セーラームーン」の原作者である武内直子

先生にご賛同いただきました。また、性感染症の早期発見・治療につなげるメッセージとして、

「検査しないとおしおきよ!!」というキャッチフレーズを使用することになりました。 

 

 

第 4 回日経アジア感染症会議プレイベント http://h.nikkeibp.co.jp/h.jsp?no=304621 

・主催 日本経済新聞社 

「薬剤耐性に対するわが国の取り組み」 
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昨年 5 月に WHO の年次総会で薬剤耐性に関するグローバル・アクション・プランが採択され、

加盟各国への行動計画の策定が求められることになりました。それを受け、昨年の G7 でも薬剤

耐性が議題にあがり、今や薬剤耐性対策は国際社会の大きな課題となっています。 

 わが国でも今年 4 月、国際的に脅威となる感染症対策関係閣僚会議において、薬剤耐性（AMR）

対策アクションプランが決定されました。同アクションプランでは、新たな抗菌薬の開発が世界

的に減少傾向にあることから、新たなワクチン・診断薬・治療薬・検査法の研究開発の推進が掲

げられ、そのための産官学連携、開発促進策のあり方などについて検討されることになっていま

す。 

 そのような状況を踏まえ、日経アジア感染症会議においても薬剤耐性の議論が活発化し、いく

つかの企業から具体的な取り組みについての発表がありました。次回の第 4 回ではこのような企

業に加え、政府や研究者を交え、わが国としての具体的策の提示にまで踏み込んでいきたく、そ

のためのプレイベントとして、内閣官房国際感染症対策調整室との共催でセミナーを開催します。

薬剤耐性への関心を高めていくことを目的とした本セミナーへのご参加をお待ちしています。 

   ●  開 催 概 要  

・日時 2016 年 11 月 28 日（月） 13:30～16:45 （ 開場 13:00 ） 

・会場 ベルサール九段   

    〒102-0074 千代田区九段北 1－8－10 住友不動産九段ビル 3・4 階 

・共催 内閣官房国際感染症対策調整室 

・後援 厚生労働省、農林水産省（予定） 

・協力 日経 BP 社、日経メディカル開発 

  ●  プ ロ グ ラ ム  

・開会挨拶 13：30～13：40 

地域医療機能推進機構理事長（日経アジア感染症会議議長） 

尾身 茂 氏 

・基調講演Ⅰ 13：40～14：20 

内閣官房国際感染症対策調整室室長 山田 安秀 氏 

・基調講演Ⅱ 14：20～15：00  

日本医療研究開発機構戦略推進部部長 石井 健 氏 

・パネルディスカッション 15：15～16：45 

モデレーター：宮田 満（日経 BP 社特命編集委員） 

パネリスト ：田中 剛 氏（内閣官房国際感染症対策調整室企画官） 

       保富 康宏 氏（医療基盤健康栄養研究所霊長類医科学研究センター免疫動物ワク

チンセンター長） 

       舘田 一博 氏（東邦大学医学部微生物・感染症学教授） 

       澤田 拓子 氏（塩野義製薬専務執行役員） 

       星野 一樹 氏（北里第一三共ワクチン・研究開発本部ワクチン研究所所長） 



※プログラムは事前の通告なく変更となる場合がございます。予めご了承下さい。 

術中火災に関する外部調査委員会による報告書公表のお知らせ 

 

http://hospinfo.tokyo-med.ac.jp/news/shimin/20161028.html 

「術中火災に関する外部調査委員会による報告書公表のお知らせ」東京医科大学病院  総務課 

広報・社会連携推進室 

 本年 4 月、当院で手術中に発生した火災につきまして、中立および客観的な調査を行うために、

外部調査委員会を設置し、出火原因の究明に努めてまいりました。 

 今般、外部調査委員会より調査報告書にて検証結果の報告を受けましたのでお知らせいたしま

す。なお、本報告書の公表に際しましては、患者さんのプライバシー保護の観点から、一部分の

非開示措置を講じております。 

 当院では本事案の発生を受け、現在までに、レーザー手術に関する教育・研修やレーザー手術

器の保守管理の徹底、手術室スタッフによる消火訓練の実施など、安全管理面の対策を図ってま

いりました。今後、本報告の検証内容および委員会からの指摘事項に関しても、早急に対応して

再発防止に取り組むと共に、信頼回復に向けて全力を尽くしてまいります。 

http://hospinfo.tokyo-med.ac.jp/news/shimin/data/report_20161028_1.pdf 

 東京医科大学病院術中火災に関する外部調査委員会報告書（要旨）2016年10月1  

本報告書は、東京医科大学病院（東京都新宿区西新宿6-7-1；以下「病院」）の委嘱に

基づき、病院で生じた術中火災事例に関して、第三者機関として設置された「東京医科

大学病院術中火災に関する外部調査委員会」（以下「委員会」）の調査結果を報告する

ものである。 

1．本件の概要 

2016年4月15日（金）、病院の産科・婦人科に入院中の患者に対して実施された手術（子

宮頸部円錐切除術）において、パルスホルミウム・ヤグレーザー（Ho:YAGレーザー、商

品名：バーサパルスセレクト、株式会社日本ルミナス、以下「レーザー手術器」）を使

用し、子宮頸部の切除範囲をマーキング中、手術を実施していた医師が術野を清潔に保

つために用いる覆布（以下「ドレープ」）のうち、患者の表面を覆うドレープの患者右

足下部部分から出火しているのを確認した。直ちに手術を行っていた医師及び手術に立

ち会っていた医師、看護師が生理食塩水を用いて消火作業を行い鎮火したが、患者の臀

部から両側の大腿後面にかけて広範囲な熱傷を来した。 

法令に則って消防機関、警察機関に通報し、所轄の新宿消防署および新宿警察署の係官

による現場検証が行われた。また、同日、病院内で関係職員による出火原因に関する検

討会が開催され、以下の事項が確認された。 

1）手術室、手術台の清掃にアルコールなどの可燃性物質は使用していない。 

2）手術部位の消毒にアルコールを含有した消毒液は使用していない。 

3）手術台に敷いてある温熱マットや手術台には異常はない。 

http://hospinfo.tokyo-med.ac.jp/news/shimin/20161028.html
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4）レーザー手術器によるレーザー照射は患部術野以外では照射されていない。 

5）手術に立ち会った医師の証言や手術ビデオより、火災の炎は患者の臀部に敷いてあっ

たドレープから生じており、ドレープの燃え残りの状態からも臀部に敷いてあったドレ

ープが出火場所と考えられた。 

出火源はレーザーが最も可能性が高いと考えられるが、レーザーを照射した場所と出

火場所が離れており、ドレープのごく近傍でレーザーを照射しない限りドレープから出

火しないと考えられた。同検討会では、どのような機序で出火したか説明困難と判断さ

れた。さらに、レーザー手術器の販売会社である株式会社日本ルミナス（本社：イスラ

エル）は、病院からの問い合わせに対し、本件と同様の出火事例は日本国内はもとより

海外においても報告はないと回答した。極めてまれな事例と考えられ、出火原因の特定

が困難であった。中立および客観的な調査検証を行うことを目的として、東京医科大学

病院長（以下「病院長」）は関連学会や公的機関に依頼して「東京医科大学病院術中火

災に関する外部調査委員会」を設置した。 

2．外部調査委員会の設置 

中立および客観的な調査検証を行うため、病院長は特定非営利活動法人日本レーザー

医学会、総務省消防庁消防大学校消防研究センター、一般社団法人東京都臨床工学技士

会に外部調査委員会委員の推薦を依頼した。これに基づき、以下の5名の委員と1名のオ

ブザーバーを委嘱した。 

＜委員会委員＞ 

・日本レーザー医学会推薦：婦人科医師 

・日本レーザー医学会推薦：大学教授（レーザー医工学） 

・日本レーザー医学会推薦：大学教授（レーザー医工学） 

・総務省消防庁消防大学校消防研究センター推薦： 

大学教授（火災・安全工学） 

・東京都臨床工学技士会推薦：手術医療機器専門家 

＜委員会オブザーバー＞ 

・東京消防庁OB、当病院の外部提案者・評価者委員会委員 

3．外部調査委員会の調査経過 

本件の経過に関しては、第1回委員会（2016年5月21日開催）において、病院から提出さ

れた資料および関係者の聴取をもとに出火状況を確認した。この過程において、レーザ

ーとレーザー以外による出火の可能性を検討した結果、レーザー以外による出火の可能

性は極めて低いと判断し、レーザーを用いた検証実験を実施した。2016年6月10日、6月

15日に事前準備を行い、6月23日、6月30日に病院の中央手術室内で検証実験を行った。

さらに、この実験結果をもとに、7月19日に追加実験を行った。以上の結果を第2回委員

会（2016年7月22日開催）で総合的に出火原因を検討した。その後、委員間で協議して報

告書の取りまとめに着手し、第3回委員会（2016年9月26日開催）で報告書の調整を行い、



2016年10月11日に委員長から病院長に報告書を提出した。 

4．調査結果 

1）火災当日に開催された院内関係職員による検討会および本委員会の調査では、出火原

因に関して次のことが確認された。 

① 手術室、手術台の清掃にアルコールなどの可燃性物質は使用していない。 

② 手術部位の消毒にアルコールを含有した消毒液は使用していない。 

③ 手術台に敷いてある温熱マットや手術台には異常はない。 

④レーザー手術器によるレーザー照射は患部術野以外では照射されていない。 

2）レーザー手術器を含め、本件で用いた手術関連機器の動作環境は正常であり、異常加

熱や漏電などの誤作動は認められない。 

3）本件の手術における麻酔導入から体位変換を含む手術準備に向けての一連の流れは、

基本に沿った手順で行われており、出火に繋がる要因はない。  

4）検証実験の結果、ドレープへのファイバー断裂による着火、クスコ（膣を拡張するた

めの金属製器具）のレーザー反射による着火、消毒液および酸素へのレーザー照射によ

る着火は、いずれも認められない。  

5）検証実験の結果、出火原因として考えられる最も高い可能性は、「可燃性の腸内ガス

（おなら；メタンガス、水素など可燃性ガスが含まれる）が術野である膣内に導入され

た状態で、ある限られた条件下のもとレーザー照射されることにより着火し、膣内から

臀部（肛門付近）まで広範に燃焼が起き、最終的に小ドレープ（患者の臀部の下に敷い

ていた覆布）への着火に結び付いた」ものと判断された。 

6）腸内ガスへの着火は明るい照明下では確認困難で、爆発的燃焼音も聞こえない可能性

が高い。火炎は高速に伝播し、腸内ガスの流れに逆らって上流に遡る可能性が高い。こ

れらに加え、本件のレーザー手術器で過去に同様の事故は無いことを考慮すると、医療

者からすると想定して備えることは困難であり、火災発生に数秒気づかなかった可能性

が高い。 

しかし、腸内ガスを含む厳密な再現は不可能であり、レーザーの照射歴や手術ビデオの

音声がなく、また、ファイバーや燃焼したドレープなどが警察による証拠保全のために

客観的観察・確認ができない限られた状況下での検証であるため、最後まで可能性の域

を脱することができなかった。 

5．まとめ 

日本産科婦人科学会統計によると全国で年間、子宮頸部円錐切除術適応者は約14,000名

と報告されている（2013年：13,885名、2014年：13,757名）。  

レーザー装置を使用した手術は、出血量が少なく、入院期間が短いというメリットがあ

る一方、装置自体が高価であり、メンテナンスの煩雑さなどの理由からレーザー装置を

使用した施設の割合は比較的少ないと考えられる。当病院のこれまでのレーザー治療に

関する歴史は古く、症例数、術者の経験年数とも十分に熟達した施設であると考えられ



る。製造元のルミナス本社（イスラエル）にも問い合わせたが、これまで、このような

事例の報告は国内外ともに認められないことから、極めてまれな事例であり、事前に予

見することは困難と考えられた。  

今回の事例を踏まえ、今後、腸内ガスへの着火の可能性に対してスポンジを肛門に挿入

または、湿らせたガーゼを挿入するなどの安全対策をとる必要があると考えられる。な

お、我々が知る限り、この対策に関しては、国内の医療機関で実施している施設はほと

んどないと認識されるので、この点を広く周知すべきである。 

以上、本件は極めてまれな条件下で生じた火災と考えられるが、同様な事案が生じない

よう、病院内で万全な安全対策を講じるとともに、監督官庁への報告、全国の医療事故

情報を収集している公益財団法人日本医療機能評価機構への報告を行い、他の医療機関

に周知することを実行して頂きたい。 

6．付帯意見  

今回の火災事例とは直接関係はないが、日本レーザー医学会では定期的に安全講習会を

行っている。現在、安全講習会への参加は必須とはなってはいないが、このような場を

是非生かし、手術器材、操作マニュアルなどを再点検する機会とし、安全意識、管理の

向上により病院として一層安全なレーザーの使用に努めて頂きたい。 
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東京医科大学病院 「術中火災に関する外部調査委員会 報告書」（検証実験のまとめ） 
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